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報告第２号 

 

 

処分報告について  

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、池

田市市税条例の一部を改正する条例を次のとおり専決処分したので、同条第３

項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

 

  令和６年３月２８日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

理  由 

  地方税法の一部改正に伴い、本条例の一部を改正する必要が生じたので専

決処分したものである。 
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専決第２号 

 

 

池田市市税条例の一部改正について 

 

 

 池田市市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

  令和６年２月２１日 専決処分 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子   
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池田市条例第１号 

 

池田市市税条例の一部を改正する条例 

 

池田市市税条例（平成１７年池田市条例第２２号）の一部を次のように改正

する。 

附則第８条を削る。 

附則第７条中「附則第４条の４第３項」を「附則第４条の５第３項」に改

め、同条を附則第８条とし、附則第６条の次に次の１条を加える。 

 （令和６年能登半島地震災害に係る雑損控除額等の特例） 

第７条 所得割の納税義務者の選択により、法附則第４条の４第４項に規定す

る特例損失金額（以下この項において「特例損失金額」という。）がある場

合には、特例損失金額（同条第４項に規定する災害関連支出がある場合に

は、第３項に規定する申告書の提出の日の前日までに支出したものに限る。

以下この項及び次項において「損失対象金額」という。）について、令和５

年において生じた法第３１４条の２第１項第１号に規定する損失の金額とし

て、この条例の規定を適用することができる。この場合において、第２１条

の規定により控除された金額に係る当該損失対象金額は、その者の令和７年

度以後の年度分で当該損失対象金額が生じた年の末日の属する年度の翌年度

分の市民税に係るこの条例の規定の適用については、当該損失対象金額が生

じた年において生じなかったものとみなす。 

２ 前項前段の場合において、第２１条の規定により控除された金額に係る損

失対象金額のうちに同項の規定の適用を受けた者と生計を一にする令第４８

条の６第１項に規定する親族の有する法附則第４条の４第４項に規定する資

産について受けた損失の金額（以下この項において「親族資産損失額」とい

う。）があるときは、当該親族資産損失額は、当該親族の令和７年度以後の
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年度分で当該親族資産損失額が生じた年の末日の属する年度の翌年度分の市

民税に係るこの条例の規定の適用については、当該親族資産損失額が生じた

年において生じなかったものとみなす。 

３ 第１項の規定は、令和６年度分の第２９条第１項又は第３項の規定による

申告書（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時までに

提出されたもの及びその時までに提出された第３０条第１項の確定申告書を

含む。）に第１項の規定の適用を受けようとする旨の記載がある場合（これ

らの申告書にその記載がないことについてやむを得ない理由があると市長が

認める場合を含む。）に限り、適用する。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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報告第２号  説  明 

 

池田市市税条例の一部改正について 

 

地方税法の一部を改正する法律（令和６年法律第２号）の施行に伴い、本条

例の一部改正を行ったものである。 

 

１ 個人の市民税の所得割について、納税義務者の選択により、令和６年能登

半島地震災害により資産に生じた雑損控除の対象となる損失の金額がある場

合には、令和５年において生じたものとして、令和６年度分の算定において

雑損控除の適用を受けられることとする特例を定めるものであること。 

（附則第６条の次に１条を加える改正関係） 

２ 引用条項の整理を行うとともに、所要の規定の整備を行うものであること。 

（附則第８条を削る改正関係及び附則第７条を改め 

附則第８条とする改正関係） 

３ この条例は、公布の日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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報告第２号  参  考 

池田市市税条例の一部を改正する条例対照表 

        改        正        前         改        正        後 

本則 （略） 

   附 則 

第１条～第６条 （略） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本則 （略） 

   附 則 

第１条～第６条 （略） 

（令和６年能登半島地震災害に係る雑損控除額等の特例） 

第７条 所得割の納税義務者の選択により、法附則第４条の４第４項に規定す

る特例損失金額（以下この項において「特例損失金額」という。）がある場

合には、特例損失金額（同条第４項に規定する災害関連支出がある場合に

は、第３項に規定する申告書の提出の日の前日までに支出したものに限る。

以下この項及び次項において「損失対象金額」という。）について、令和５

年において生じた法第３１４条の２第１項第１号に規定する損失の金額とし

て、この条例の規定を適用することができる。この場合において、第２１条

の規定により控除された金額に係る当該損失対象金額は、その者の令和７年

度以後の年度分で当該損失対象金額が生じた年の末日の属する年度の翌年度

分の市民税に係るこの条例の規定の適用については、当該損失対象金額が生

じた年において生じなかったものとみなす。 

２ 前項前段の場合において、第２１条の規定により控除された金額に係る損

失対象金額のうちに同項の規定の適用を受けた者と生計を一にする令第４８
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例） 

第７条 平成３０年度から令和９年度までの各年度分の個人の市民税に限り、

法附則第４条の４第３項の規定に該当する場合における第２１条の規定によ

る控除については、その者の選択により、同条中「同条第１項」とあるのは

「同条第１項（第２号を除く。）」と、「まで」とあるのは「まで並びに法

附則第４条の４第３項の規定により読み替えて適用される法第３１４条の２

第１項（第２号に係る部分に限る。）」として、同条の規定を適用すること

条の６第１項に規定する親族の有する法附則第４条の４第４項に規定する資

産について受けた損失の金額（以下この項において「親族資産損失額」とい

う。）があるときは、当該親族資産損失額は、当該親族の令和７年度以後の

年度分で当該親族資産損失額が生じた年の末日の属する年度の翌年度分の市

民税に係るこの条例の規定の適用については、当該親族資産損失額が生じた

年において生じなかったものとみなす。 

３ 第１項の規定は、令和６年度分の第２９条第１項又は第３項の規定による

申告書（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時までに

提出されたもの及びその時までに提出された第３０条第１項の確定申告書を

含む。）に第１項の規定の適用を受けようとする旨の記載がある場合（これ

らの申告書にその記載がないことについてやむを得ない理由があると市長が

認める場合を含む。）に限り、適用する。 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例） 

第８条 平成３０年度から令和９年度までの各年度分の個人の市民税に限り、

法附則第４条の５第３項の規定に該当する場合における第２１条の規定によ

る控除については、その者の選択により、同条中「同条第１項」とあるのは

「同条第１項（第２号を除く。）」と、「まで」とあるのは「まで並びに法

附則第４条の５第３項の規定により読み替えて適用される法第３１４条の２

第１項（第２号に係る部分に限る。）」として、同条の規定を適用すること
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        改        正        前         改        正        後 

ができる。 

第８条 削除 

第９条～第５６条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ができる。 

 

第９条～第５６条 （略） 

 

-
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議案第３８号

　令和５年度池田市の一般会計補正予算（第１３号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ４３５,４００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

　４７,０６７,０１７千円とする。

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳

　出予算補正」による。

（繰越明許費の補正）

第２条　繰越明許費の追加は、「第２表  繰越明許費補正」による。

（地方債の補正）

第３条　地方債の変更は、「第３表　地方債補正」による。

　　令和６年３月２８日　提出

令和５年度池田市一般会計補正予算（第１３号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　大阪府池田市長　瀧　澤　智　子

-
 
9
 
-



-
 
1
0
 
-



（単位：千円）

事　　　　業　　　　名

8  土木費 4  都市計画費 五月山動物園整備事業 439,600

第２表　繰越明許費補正

款 項 金　　　額

-
 
1
1
 
-



補 正 前

償 還 方 法 そ の 他
千円 ％以内 年以内 年以内

普通貸借又は 政府 大阪府
証 券 発 行 銀行 その他

補 正 後

償 還 方 法 そ の 他
千円 ％以内 年以内 年以内

普通貸借又は 政府 大阪府
証 券 発 行 銀行 その他

30 3

  都市計画事業 343,100 7 30 3

第３表　地方債補正

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 借 入 先
償　　還　　の　　方　　法

償還期限 据置期間

  都市計画事業 157,500 7

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率

計 1,142,200

借 入 先
償　　還　　の　　方　　法

償還期限 据置期間

計 1,327,800

年賦又は半年賦
元金又は元利均
等その他

市財政等の都合により
翌年度以降の発行、償
還方法の変更をするこ
とができる。

利率見直し方式で借入
れる場合は、利率見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率を適用することがで
きる。

市財政等の都合により
翌年度以降の発行、償
還方法の変更をするこ
とができる。

利率見直し方式で借入
れる場合は、利率見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率を適用することがで
きる。

年賦又は半年賦
元金又は元利均
等その他

-
 
1
2
 
-



議案第３８号　　説　　明

令和５年度

歳入歳出補正予算事項別明細書

一 般 会 計 第 １ ３ 号

-
 
1
3
 
-



-
 
1
4
 
-



歳 入

-
 
1
5
 
-



-
 
1
6
 
-



-
 
1
7
 
-



-
 
1
8
 
-



歳 出

-
 
1
9
 
-



-
 
2
0
 
-



-
 
2
1
 
-



 

-
 
2
2
 
-



参 考 資 料

-
 
2
3
 
-



-
 
2
4
 
-



-
 
2
5
 
-



-
 
2
6
 
-



-
 
2
7
 
-



-
 
2
8
 
-



-
 
2
9
 
-



-
 
3
0
 
-



償 還 方 法 そ の 他

千円 千円 千円 ％以内 年以内 年以内

普通貸借又は 政府 大阪府
証 券 発 行 銀行 その他

ては、当該見直し後の

利率を適用することが

ては、当該見直し後の

利率を適用することが

ては、当該見直し後の

利率を適用することが
3

 消防施設整備事業 162,500 － 162,500 〃 7 〃 30 3

7 〃 25 学校教育施設等整備事業 328,600 － 328,600 〃

3

地　方　債

起 債 の 目 的
補 正 前
の 額

補 正 額 計 起 債 の 方 法 利 率 借 入 先
償　　還　　の　　方　　法

償還期限 据置期間

〃 20 土木事業 154,900 － 154,900 〃 3

 防災対策事業 12,700 － 12,700 7 10 2

7

 旧学校給食センター解体事業 111,600 － 111,600 〃 7 〃 10 2

 都市計画事業 157,500 185,600 343,100 〃 7 〃 30

3

計 1,142,200 185,600 1,327,800

 臨時財政対策債 214,400 － 214,400 〃 7 〃 20

年賦又は半年賦
元金又は元利均
等その他

市財政等の都合により
翌年度以降の発行、償
還方法の変更をするこ
とができる。

利率見直し方式で借入
れる場合は、利率見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率を適用することがで
きる。

-
 
3
1
 
-



（単位：千円）

補 正 前 の 額 補    正    額 計

 義 務 的 経 費 22,913,016     ─  　 22,913,016     

人　  件　  費 8,119,506     ─  　 8,119,506     

扶　  助　  費 10,972,822     ─  　 10,972,822     

公　  債　  費 3,820,688     ─  　 3,820,688     

 投 資 的 経 費 2,687,530     439,600     3,127,130     

 そ　   の   　他 21,031,071     △ 4,200     21,026,871     

物　  件　  費 8,597,559     ─  　 8,597,559     

そ　  の　  他 12,433,512     △ 4,200     12,429,312     

46,631,617     435,400     47,067,017     

歳 出 性 質 別 表

区 分

合 計

-
 
3
2
 
-



-
 
3
3
 
-



-
 
3
4
 
-



 五月山動物園再整備工事

令和５年度　公 園 整 備 費

施　　工　　箇　　所　　図
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議案第３９号

　令和６年度池田市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

（歳出予算の補正）

第１条　歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳出予算の金額は、「第１表　歳出予

　算補正」による。

　　令和６年３月２８日　提出

令和６年度池田市一般会計補正予算（第２号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府池田市長　瀧　澤　智　子

-
 
3
7
 
-



第１表  歳出予算補正

-
 
3
8
 
-



議案第３９号　　説　　明

一 般 会 計 第 ２ 号

令和６年度

歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

-
 
3
9
 
-



-
 
4
0
 
-



歳 出

-
 
4
1
 
-



-
 
4
2
 
-



-
 
4
3
 
-



 

-
 
4
4
 
-



参 考 資 料

-
 
4
5
 
-



-
 
4
6
 
-



-
 
4
7
 
-



-
 
4
8
 
-



－

-
 
4
9
 
-



-
 
5
0
 
-



-
 
5
1
 
-



-
 
5
2
 
-



（単位：千円）

補 正 前 の 額 補    正    額 計

 義 務 的 経 費 25,197,004     　　　　　　　　　　　― 25,197,004     

人　  件　  費 9,459,186     　　　　　　　　　　　― 9,459,186     

扶　  助　  費 11,415,573     　　　　　　　　　　　― 11,415,573     

公　  債　  費 4,322,245     　　　　　　　　　　　― 4,322,245     

 投 資 的 経 費 2,843,168     　　　　　　　　　　　― 2,843,168     

 そ　   の   　他 16,507,828     0     16,507,828     

物　  件　  費 7,607,988     2,700     7,610,688     

そ　  の　  他 8,899,840     △ 2,700     8,897,140     

44,548,000     0     44,548,000     
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